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1. はじめに

地震災害時における人命の損失を軽減するために

は，構造物の耐震性などに加え，最終的に被害を受け

る客体である人間活動の時空間分布を事前に把握し

ておくことが重要である．1995年の阪神大震災では，

地震発生時間帯が早朝であったため死者の 9割が自

宅での家屋，家具類等の倒壊による圧迫死であると

報告されている 1)．しかし，そのような建物被害によ

る死者が多かった反面，SAR活動（Search and res-

cue）可能な地元青年が出身地域に多く居合わせてい

たため，災害発生後の救出者が多かったことも予想

される．実際，阪神・淡路大震災において救出され

た人は，家族・隣人によるものが最も多いと報告さ

れている2),3),4)．消防隊は現地到達に1～数時間かか

るが，家族・隣人は地震後 10分前後で救出・救助活

動が始められるのに加え，震災後の経過時間と共に

生存率が激減することが主な原因とされている．つ

まり，人的被害を最小に抑えるためには，近隣の青

年人口による救出・救助活動が重要であり，災害弱

者である高齢者及び子供と若者の空間分布の重なり

合い状態が被害の大きさに影響を及ぼすことになる．

しかし，地域住民の通勤・通学といった活動によ

り，災害弱者である高齢者と青年人口との近隣地域

内の重なり状態や，地域から離れている青年人口が
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帰宅するのにかかる，救出・救助活動を開始できる

までの時間も時々刻々と変化している．これらは高

齢者と青年人口の「居合わせ」及び青年人口の「か

けつけ」の問題と解釈することができよう．つまり，

震災の発生時刻によって，家族・隣人による救出・救

助活動が十分に行えず，人的被害が拡大する可能性

が考えられる．

以上のことから人的被害に関する地域の潜在的危

険度とは I.地震や火災といったハザード自体の発生

位置や発生時刻，発生強度（大きさエネルギー）の

みでなく，

II.ハザードの影響を受ける客体（エクスポージャ）

である人口や資産（建物）の空間分布

III.青年，高齢者など被害を受ける客体自身の災害に

対する脆弱性（バルナラビリティ）によって規定さ

れるものとし，人的被害軽減のためには I,II,IIIを総

合的に分析することが必要となる．そこで，本研究

では，人間活動の時空間分布を分析するために時空

間情報システムであるDiMSIS5)とパーソントリップ

調査データ6)を用い，任意の時間・空間における人間

の活動分布とハザードの関係を分析するためのシス

テムを開発する．この際，家族や青年人口の「居合

わせ」及び，外出先からの「かけつけ」を考慮した

一般住民による救助・救出活動 (SAR活動）モデル

を構築し，地震災害に対する地域の潜在的危険度の

時空間変化を把握するための方法を示す．

2. 本研究における方法論的アプローチ
大規模地震が起きた際に発生する被害や SAR 活

動，帰宅困難者についての研究は，様々な角度から

数多くなされている．しかし，個々の研究は独立し

ており，本研究で定義する潜在的危険度評価のため
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図－ 1: : 本研究のアプローチ

の総合的な枠組みのもとでの研究は十分になされて

いない．また，用いられているデータや情報システ

ムが，各々違うため，多くの研究を重ね合わせて分析

することも難しい．その主な理由の一つとして，研

究を行う際の共通基盤としての有効な情報システム

が構築されていないことが挙げられる．特に，本研

究で対象とする地域の潜在的危険度とは I.ハザード，

II.エクスポージャー，III.バルナラビリティにより規

定され，これら I，II，IIIに伴なう膨大な時間・空間

情報を分析し，危険地域の診断を行うためには大量

の時空間データを効率的に管理するシステムが必要

となる．そこで本研究では，人間活動の時空間分布

の分析が可能であり，かつ SAR活動などの時空間モ

デルを実装する上できわめて有効な情報システムと

して，時空間GISであるDiMSISの利用を提案する．

すなわち，時空間GIS上に個々人の行動データを入

力することで人間活動の時空間分布を把握する．次

いで，実際にその情報システム及び人間活動のデー

タを用いて，発生時刻によって変わる人的被害と「居

合わせ」，「かけつけ」行動に基づく SAR活動につい

て分析を行うためのシミュレーターの構築を行う．最

後に，それらの相互作用による総合的な地域の潜在

的危険度に対する都市診断を行う．以上，本研究の

アプローチをまとめると，図 1のようになる．

3. 時空間情報システムを用いた SARシミュレー

ターの構築

(1) 人間活動データベースの構築

人間活動時空間分布のデータソースとして，1990年

度に行われた京阪神パーソントリップ調査データを

利用する．しかしながら，従来の調査方法で集計さ

れたパーソントリップ調査等の人間活動データは空

間情報をゾーン単位，あるいは住所単位で集計を行っ

ているために，座標をもとにした任意の空間スケー

ルにおける分析が困難となっている．例えば帰宅困

難者の推計のために必要なある任意のエリアに滞在

する人口分布を分析するような場合，ゾーン単位で

集計されたデータよりも座標をもったデータの方が，

より詳細な位置関係を求める上ではるかに有利であ

る．ただし，本研究で用いるPT調査 (パーソントリ

ップ調査)はゾーン参照型という空間上の制約条件が

ありながらも全域的大規模な調査で行われた貴重な

データであることも確かである．また，個人の行動

を終日に渡り追跡した時間情報を完備したデータで

ある．そこで本研究ではこうした従来型データベー

スの問題点を指摘しながらも，災害の「潜在的危険

度」を分析し，都市の安全性を診断する上で不可欠

な人間活動の時空間データベースとして，パーソン

トリップデータの再構築を行う．

(2) SARモデルの構築

潜在的危険度を分析するためのSARモデルの定式化

と分析手法に関して紹介を行う．まず，阪神・淡路

大震災時の建物被害データと人間活動の時空間分布

との重なりから，小倉ら7)の発生時刻別死者数推定

式を利用して発生時刻別町丁目別の人的被害の試算

を行い，要救助者数（自力で被災した建物から脱出

することが困難であった者の人数）の分布を推定す

る．要救助者数の推定に関しては，小山ら8)にある要

救助者数の発生状況と死者数との関係を示した以下

の式に注目する．

(要救助者数) = (死者数) × 55.50407 (1)

本研究では，要救助者数の発生状況が死者数と同じ

パラメーターを説明要因として有していると仮定し，

小倉ら7)によって提案された死者推定式を要救助者

推定式として流用する．また，建物（学校施設は除

く）の倒壊率及び火災率は，日本地図センター9)によ

る阪神大震災時の町丁目ごとのデータを用いること

とする．

次いで，人的被害の軽減可能性として「居合わせ」

ている青年人口と徒歩による「かけつけ」可能な青

年人口による SAR活動モデルを提案する．

SAR活動モデル 青年人口によって，時間 T まで

に救助される人数（期待値）G(T )，及び生存救助さ
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図－ 2: 余命曲線と SAR活動の比較（太田ら4)を基
に作成）

れる人数（期待値）I(T )に関するモデルを構築する．

図 2は太田ら4)に記録されている SAR活動による救

助者のうち，家族・隣人による SAR活動の曲線を時

間確率密度関数 f(t)として回帰した曲線と消防，自

衛隊による救助状況を示したものである．家族・隣

人による救助者が大半を占めており，本研究では家

族・隣人による救助活動に注目したモデル化を行う．

ここで，t = 0における閉じこめ者のうち家族・隣

人によって発見・救助される可能性のある人数をK

人とする．微小時間における最大救出可能人数を Pt

（人 /救出者 1人）とし，閉じこめ者の近くに青年人

口がPt人いたとすると，時間 tから微小時間 dtの間

に救出された人数 g(t)dtは，

g(t)dt = Pt (f(t) × Kdt > Ptmdt) (2)

g(t)dt = f(t) × Kdt (f(t) × Kdt ≤ Ptmdt)(3)

となる．ただし，式 (2)の場合，微小時間 dtにおい

て，f(t) × Kdt（人）発見された閉じこめ者がいる

にもかかわらず，救助者不足のため g(t)dt = Ptmdt

（人）のみ救助されたことになり，発見されたが救助

できない人が f(t)×Kdt−g(t)dt（人）発生する．こ

のことを考慮し，より一般的に式（2）及び式（3）を

書き直すと，

F (t)× K −G(t) + f(t) × Kdt > Ptmdtのとき，

g(t)dt = Ptmdt

F (t)× K −G(t) + f(t) × Kdt ≤ Ptmdtのとき，

g(t)dt = F (t) × K − G(t) + f(t) × Kdt

となる．ここでP0を地元に居合わせることができた

青年，iを居合わせることができず，地元にかけつけ

る青年と仮定する．そのとき，

Pt = P0 + σini(t) (4)

ここで，

ni(t) = 1 　（t > ts） (5)

ni(t) = 0 　（t ≤ ts） (6)

となる．ただし，ts =かけつけに必要な時間とする．

また，救助が可能でありながら，実際には救助でき

ないでいる人数について考えると，式 (7)となる．

F (t + dt) × K − G(t + dt)

= F (t) × K − G(t) + f(t) × Kdt − g(t)dt (7)

ここで，時間 tにおける，救出可能でありながら

救出できないでいる人数をH(t) = F (t)× K − G(t)

とおくと

H(t + dt) = H(t) + f(t) × Kdt − Pmdt

(H(t) + f(t) × Kdt > Ptmdtの時) (8)

H(t + dt) = 0

(H(t) + f(t) × Kdt ≤ Ptmdtの時) (9)

以上から，g(t)を求めると，以下の SAR活動に関す

る条件式が導かれる．

g(t) =




f(t) (0 < t ≤ T2)
Ptm (T2 ≤ t ≤ T4)
f(t) (t ≥ T4)

(10)

生存救助可能者 以上で求めた青年人口によって救

助される人数（期待値）G(T )に，図 2での総余命線

L(t)をかけることで，救助・救出された人のうち，生

存している人数（期待値）I(T )を求める．

太田ら4)による余命特性曲線 L(t) を用いると I(T )

は，

i(t) =




L(t)f(t) (0 < t ≤ T2)
L(t)Ptm (T2 ≤ t ≤ T4)
L(t)f(t) (t ≥ T4)

(11)

を積分したものとなる．

紙幅の都合上，パラメーターの決定方法などの詳

細は講演時に譲る

4. 神戸市長田区・中央区を対象とした分析

本節では構築したSARシミュレーターをもとに神

戸市長田区と中央区を対象に阪神大震災の発生時刻

を変化させた場合の潜在的危険度評価に関する分析

を行う. 分析システムの性質上，様々な時間・空間

（最小時間単位：分，最小空間単位：町丁目）におけ

る分析が可能であるが紙幅の都合上，分析結果例を

いくつか示すことに留める．図 3は震災発生時刻を 6

時，12時とした際の震災直後の要救助者（ a),c)）と，



a)  

 

  

 

図－ 3: 要救助者数及び死者数（6時，12時震災発生，左図は発生直後，右図は 3時間後）

震災後 3時間に行われた救助活動の結果，死亡確認

された人間と救助を必要としている可能性のある人

間の数（ b),d)）を示している．時間帯ごとに危険地

域が異なっていることが分かる．直接的な被害を軽

減させるためには図 3- a),c)に基づき，耐震補強など

の事前の地震対策が必要と考えられる．しかし，そ

の後の SAR活動を含めて，総合的に人的被害を軽減

させるためには図3－ b),d)に基づいた事前，事後の

被害軽減対策を講じなければならない．例えば，事

後におけるプロフェッショナルな救助活動をどの地域

を中心に行うかなどの意思決定を行う際に，図 3－

b),d)を基にした最適な人員配置，活動ルートの選定

などを行うことが有効であろう．ただし，本研究で

は道路網や交通，人々の移動状況，その後の避難活

動についての分析は考慮しておらず，今後の課題と

して挙げられる．
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